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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は，
2019年末に中国の武漢で確認された後，瞬

く間に世界中へと拡大した。翌 2020年，世界
保健機関（WHO）は世界的流行を意味するパンデミ
ックを奇しくも東日本大震災の発生日と同じ 3
月 11日に宣言し，COVID-19の流行は，感染症
の流行そのものが，突発的で大規模な人的・物的
被害を社会にもたらす事象，すなわち災害に相当
することを改めて知らしめる所となった。しかし，
防災教育における災害の主たる対象は，大震災の
ような地震や津波，土砂災害のような自然の営力
に起因する自然災害と位置づけられることが多く，
感染症の大規模な流行を明示的に災害や防災の地
理教育の中に位置づける作業は乏しかったように
思われる。では，防災地理教育の枠組みの中で，
この感染症の流行を考えていくことは意味のある
ことなのだろうか。
地図を駆使して空間的に危険事象を捉え対処す
る有効性，危険事象を背景づける環境の文脈性，
危険事象への対応が新たな地理的な環境を作り出
す歴史性・剏造性といった各論点は，COVID-19
流行という題材を通して防災地理教育の役割を一
層明らかにしてくれるように思える。

1 	危機対応の地図

災害地形分類図に代表されるハザードマップな
ど，災害に備えるあるいは対応する地図の利用は，
防災地理教育の核ともいえる。感染症の危機対応

に地図が活用された事例は 19世紀の John Snow
のコレラマップに溯る1。コレラのパンデミック
の襲来を受けた英国ロンドンにおいて，コレラに
よる死者の分布の中心に位置する水道の存在から，
水道の汚染（当時，コレラ菌はまだ未発見であった）が流行
の原因となった可能性を指摘し対処を試みたこの
事例は，地図学史，医学史のいずれにおいても，
分析的な地図の活用事例として高く評価されてき
た（図 1）。COVID-19の流行では，地理情報シス
テムの普及もあって，流行発生後の早い段階から
感染の拡大過程を示す様々な形式の地図がインタ
ーネット上に登場した。
例えば，パンデミックとしての感染の広がりは，
世界スケールでの流行地図を通して発信されてき
た。図 2は，COVID-19の発生から 2020年 3月
末の期間で，ウイルスの遺伝子配列から推定され
た感染経路の世界地図である。流行の起点となっ
た中国から世界各地へと伸びる経路に加えて，ヨ
ーロッパと北アメリカおよびオーストラリアなど
が地理的には離れていても強く結びついている。
その様子からは，先進国間の経済的結びつきの強
さや，文化的な共通性（移民の歴史や使用言語の共有な
ど）を背景とする人の移動の多さが，流行の世界
的な広がりと関係することが読み取れる。
ただし，災害予防を目的とするハザードマップ
と異なり，COVID-19の流行地図は，刻々と変
化する状況に向き合う必要がある。図 3に示す
ように，流行の拡大の仕組みが人同士（感染者と感受
性者）の接触にあるため，人の移動と接触の削減や，
検査による感染者の隔離という公衆衛生的介入が
対策の中心となる。ここでは，人の移動と集中に
媒介されて作り出される感染の場が主たるハザー
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ドであり，COVID-19の地図ではそうした感染
の場や人の動きを読み取ることが重要になる。
図 4は，東京大都市圏内での COVID-19の感

染が発生した施設の地理的分布と時間推移を同時
に可視化した例である。垂直方向に時間軸が設定
され，高密度に感染が発生していることを示す
「雲」が，大都市の中心部で途切れることなく続
き，過去何度かの流行の拡大に際しては，その起
点となって郊外への流行拡大を促してきた様子が
みてとれる。これは John Snowの地図の水道に

相当するものとして，大都市圏の都心部にある大
規模な繁華街のような環境が多様な感染の場を作
り出し，流行を持続させる核となっていることを
示している。自然災害のハザードマップを利用し
た避難経路とは異なるが，可能なら避けるべき外
出先を示すという点では，COVID-19の流行地
図も危険を回避する人の行動を支援する機能は共
通する。つまりは，地図のスケールや表現される

(a) (b)
図 1―John Snowのコレラマップ
（a）原図の中心部付近：黒棒がコレラ死亡者の数と居住地を示している1。（b）死亡者の密度の等値線を
地理情報システムで示したもの。分布の中心（密度が最大となる場所）に水道ポンプが存在することが分
かる。

図 2―遺伝子配列から推定された COVID-19伝播経路の世界地
図
2019年から 2020年 3月末までの情報にもとづいて作成され
ている。
出典：Nextstrain「新型コロナウイルス拡散の遺伝的解析と状
況報告 2020-03-13」
https://nextstrain.org/narratives/ncov/sit-rep/ja/2020-03-13
（2021年 3月 15日閲覧）
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図 3―感染症の流行の仕組みと接触の遮断・低減策
最も簡単な感染症の流行モデルでは，感受性者（未感染者）は感
染者との接触によって感染者となり，一定の時間が経過すると
回復して免疫を保持する，あるいは死亡するなど他者に感染を
引き起こさない状態に移行する，と考える。新たな感染は感受
性者（未感染者）と感染者の接触によって発生するため，この接
触を遮断・低減することが流行対策の中心的課題となる。他に，
早期に感染者を探知して隔離すること，ワクチンによって感受
性者を減らすことも考えられる。
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内容（主題），その役割と機能について，COV 
ID-19の流行地図は，危険事象に対処する空間的
思考を涵養する優れた題材になり得ると考えられ
る。

2 	流行リスクと脆弱性

専門的には，災害リスクとは，想定される被害
の大きさの期待値として定義され，その基本的な
枠組みとして災害リスク方程式2がよく知られて
いる。
　リスク＝ハザード×脆弱性
ここでのハザードとは地震や洪水などの災害につ
ながる危険事象の発生しやすさであり，この事象

に抗する能力が不十分な状態（被害の受けやすさ）が脆
弱性である。人口あたりの感染者の多さを示す流
行地図は，そこに行けば感染の危険性が増すとい
う意味で感染機会の集中というハザードの地図で
あるとともに，「どこに住む人々が被害を多く受
けるのか」を示す脆弱性の地図とみなすことも可
能である。
図 5は，そうした居住地の違いにもとづく脆

弱性に着目した COVID-19のロンドン都市圏の
地図である。円シンボルの大きさは COVID-19
関連死の対人口比，背景には各地区のエスニック
マイノリティ集団の割合が示されており，このマ
イノリティ集団の集住する色の濃い地区での死亡

図 4―東京大都市圏内での COVID-19感染時空間密度図
感染の発生した施設の密度が高い領域が雲のように表現されている。居住地域周辺での発
生が薄い灰色は 4日に 1件，濃い灰色は 1日 1件，黒は 1日に 5件以上のペースに対応
する。
出典：https://nakaya-geolab.com/covid19-stkd/japan/
（東北大学と JX通信社の共同研究による）

第3波

第2波

第1波

都心から郊外へ

都心から郊外へ

都心から郊外へ

2021年2月

８月

10月

12月

6月

2020年4月
緊急事態宣言

緊急事態宣言

GoToトラベル
東京追加



471科学COVID-19流行と災害の地理学

率の高さが，つまりはこの集団が COVID-19の
流行に対して脆弱であることが読み取れる。物流
や対人サービスの中でも低賃金の職種に従事する
ことの多いマイノリティ集団では，対人接触を控
えることが困難であり職場での感染リスクが高く
なっていることがその理由の一端である。彼らは
同時に，所得水準の低さや言語・文化的な障壁な
どからくる多くのストレス，医療アクセスなどへ
の制限，過密な居住，大気汚染のより深刻な居住

地（環境の不公正）などから一般に健康水準が低位と
なることが知られている（健康の社会格差）。結果と
して，COVID-19による重症化リスク因子であ
る慢性疾患の罹患率も高い傾向にあるため，CO 
VID-19の流行は，健康の社会格差にもとづいて，
周辺化された人々の健康被害を拡大し，さらには
社会経済的な被害も通して，健康格差を含む社会
格差全般の拡大をもたらしてしまう3。
災害の脆弱性が作り出される仕組みを整理する

PAR（pressure and release）モデル2は，感染症の脆弱性
の仕組みを伝える上でも示唆的である（図 6）。
PARモデルでは，「根源的要因」となる政治的体
制や資源配分に関わる社会経済的構造が，「動的
圧力」と呼ばれる職業選択や土地の利用の仕方，
人の集住などに関わる具体的な社会の仕組みを通
して，「安全でない状況」を特定の人々にもたら
すと説く。ロンドンのマイノリティ集団の例では，
彼らが感染リスクの高い職種や慢性疾患を患って
いることによる重症化リスクが高まる状況を「安
全でない状況」とみれば，その背景に移民集団に
対する就業や教育機会の制限，医療アクセス上の
障害があり（動的圧力），さらにはその背景には移民
に関する政策や政治的・経済的状況（根源的要因）が
ある。対策は，現前する安全でない状況を改善す
るとともに，長期的にはその背景にある要因（圧
力）を弱めていく必要性を説くものである。

COVID-19の流行が社会格差の拡大を助長す

COVID-19 死亡率（1000 人あたり）

居住者のエスニックマイノリティ比率
図 5―ロンドン都市圏の COVID-19関連死亡率の地図
出 典：Greater London Authorityの COVID-19 Deaths Map-
ping Toolを編集。死亡率は 2020年 3月 1日から 4月 27日ま
での死亡の集計値にもとづく。https://data.london.gov.uk/data 
set/covid-19-deaths-mapping-tool

根源的要因 動的圧力 安全でない
状態

ハザード
災害

R=H × V

脆弱性

政治的体制
社会・経済体制

COVID-19
　　の侵入

COVID-19
流行被害の拡大

リスクの高い就業
　労働・生活様式
　居住環境
慢性疾患の罹患
社会的接触の多さ

就業・教育機会の制限
医療アクセスの障害
大都市への経済の集中
大都市の労働の分極化

図 6―PAR（pressure and release）モデルと COVID-19

このモデルでは，脆弱性は根源的要因から圧力が次々と積み重なって形作られると考える。
逆に，その圧力を緩めることが災害（流行）対策となる。本図は図 5のロンドンのマイノ
リティ集団の例を念頭に作成した例であり，被害を受けやすい人々を考え，箱の中身を埋
めることができる。
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るとの指摘は，日本社会にも一定程度あてはま
る4。ただし，欧米で公開される郵便番号区レベ
ルのような詳細な流行地図は日本では公開されて
いない。差別や偏見への危惧から個人が特定され
ないよう配慮するため居住地に関する情報開示に
日本では慎重であるためである。日本社会では居
住地が社会経済的に分かれる程度が，欧米のそれ
に比べて弱く，COVID-19による感染者数や死
者数も欧米と比べて少ないことから，居住地域に
みる感染被害格差は日本では乏しいのかもしれな
い。あるいは，格差がみえないことで有効な対応
がとれていない可能性もある。「安全でない状
況」におかれるのは誰なのか，これに向き合うた
めには，どのような情報の収集と発信さらには評
価を重視すべきなのか，日本と欧米で公開される
地図の比較からは，流行リスクと脆弱性に関する
重要な問いを導くことができる。

3 	危機が変える環境

災害による被害を軽減するためのプロセスとし
て，応急対応・復旧復興・被害抑制・被害軽減の
4フェーズを円環的に繰り返す災害マネジメント
サイクル（Disaster management cycle: DMC）が，防災領
域では標準的枠組みとして参照されてきた。CO 
VID-19の流行は進行中であり，各国では流行の
波ごとにロックダウンや緊急事態宣言などの対策
を通して，ある意味この DMCを繰り返している。
ハザードの地図としての流行地図は応急対応のツ
ールであり，脆弱性の地図は流行による被害の軽
減と生活の再建を目的とした社会的経済的支援や
経済活性化の政策などが復旧復興に関わる（ただし
応急対応と同時にも実施されている）。医療体制の充実や
「新しい生活様式」など感染症流行に対応しやす
い暮らしを容易にする環境形成などが被害抑制に，
次の備えに向けた体制づくりや情報発信が被害軽
減に相当する（図 7）。
一方で，DMCは政策的なプロセスばかりでは

なく，歴史的にみて災害という危機に対応して社
会や我々の住まう環境が長期的に変革してきたこ
と，あるいはこれからも変わり得ることも示唆し

ている。つまりは，我々の生きる社会・環境が感
染症の被害を規定しつつ，感染症のもたらす危機
が社会・環境を変えるのである。
事実，感染症の流行を含む様々な都市の危機が，
都市のかたちに影響を与え，現在みる姿の基礎を
形づくってきた5。John Snowが経験したロンド
ンのコレラパンデミックの時代，産業革命によっ
て生じた多くの労働者が不衛生な住環境に集住す
る大都市は，不健康な空間であった。これを乗り
越えるべく健康な空間を求めて，欧米諸国では郊
外という空間を発明し，様々な都市計画の仕組み
（土地利用規制など）を作り上げた。COVID-19は人
口密度の高い大都市部での罹患率が高く，都市を
感染症という災害に脆弱な空間とみなす想像力を
改めて喚起している6。
ただし，歴史的にみれば，感染症が作り出した

（低密度な）郊外という空間が，意図せざる結果とし
て不健康な空間に変貌したことが，欧米では問題
視されてきた7。自動車交通の普及にともなって，
生活上の移動の多くを自家用車が支える（逆に言え
ば歩いて生活できない）欧米のスプロール郊外住宅地
では，とりわけ身体活動が低下し肥満の流行と慢
性疾患の増加を導いていると指摘されるようにな
ったからである。そのため，近年では密度の高い
居住地域を，ウォーカブルで健康的な空間とみな
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復旧復興被害抑制
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流行の拡大

流行対策

社会経済的支援
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新しい環境
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図 7―COVID-19と災害マネジメントサイクル
現実の COVID-19の流行期には，これら 4フェーズが短期間
に繰り返される。一方で長期的にみれば，流行という危機にも
とづいた社会や居住環境の変化を理解する枠組みとしても有用
である。
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す新たな都市の在り方が提案され，それはいわゆ
るコンパクトシティ論を健康の視点から支持する
ものである。
低密度すぎる居住地はインフラの維持コストの
増大や自動車に依存しすぎる生活が問題かもしれ
ない。一方で，感染症の流行によって外出が制限
されても仕事を含む生活を快適に行うのに十分な
居住スペースの確保は，高密度な大都市では費用
面で難しいかもしれない。都心と郊外，あるいは
大都市圏と地方圏を比較して，居住密度と暮らし
方の好ましいバランスをどう考えるべきだろうか。
さらには，経済活動の抑制にともなって生じた大
気汚染の改善，感染機会を避け身体活動も高める
自転車などアクティブな交通手段の推奨などは，
流行後であっても人の健康に寄与する変化であり，
これを維持あるいはさらに進めるために必要な環
境整備は何であろうか8。これら感染症流行とい

う危機を契機に健康な空間・地域とは何かを問う
ことは，いかに土地に人が住まうべきかという地
理学の総合的な問いとしても相応しいものではな
いだろうか。
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